
 
 

※法人の場合は、会社成立年月日 

 
 

休業要請支援金（府・市町村共同支援金）申請要件確認書 
令和2(2020)年５月●日 

大阪府知事 様 

所在地   大阪市住之江区南港北1-14-16 

法人名・  株式会社 大阪太郎 

屋号 

代表者   代表取締役 

職氏名    大阪 太郎 
印 

 

休業要請支援金（府・市町村共同支援金）の申請にかかる対象要件については、下記のとおりです。 

なお、下記に記載した事項については事実と相違ありません。 

記 

受付番号 WH１２３４５６７ 

 

※ □はチェックを入れてください。 

中小企業 

基本法上 

の業種 

☑ 小売業 

□サービス業 

□その他（        ） 

資本金 ５０万円 

常時雇用 

する 

従業員数 

            

１０人 

 

休業要請等対象施設 
の所有・賃貸の別 

□ 所有        ☑ 賃貸 

※本支援金は、府の要請等の対象となる施設について、その運営を行う事業者を対象としています。 

休業要請等に 
協力した期間 

令和2(2020)年  ４月１４日（火）から５月６日（水）まで 

営業時間の 

短縮 

※食事提供施設 

の場合は必須 

通常の営業時間 １１時００分  ～ ２３時００分 

協力要請期間中の営業時間 
（ﾃｲｸｱｳﾄ・宅配は除く） 

１１時００分  ～ ２０時００分 

（例：終日休業 時 分  ～    時  分） 

  ☑ １９時以降の酒類の提供はしていません。   

  

売上の減少 

平成３１年（令和元年） 

４月の売上金額（ａ）【注】 

令和２年４月の売上金額

（ｂ） 

売上金額の減少率 

（ｂ÷ａ）％－１００％ 

１０,０００,０００円 ２,０００,０００円 －８０％ 

※売上金額の減少率がマイナス５０％以上であることが必要です。 

【注】 
・平成31年4月2日～令和元年11月30日の間に開業した場合、開業翌月から12月までの平均月間売上を記入 
・令和元年12年1日～令和2年2月29日の間に開業した場合、開業翌月から3月までの平均月間売上を記入 
・令和2年3月1日から3月31日までに開業した場合は3月の売上を記入 

→【注】に該当する場合は 
 「開業年月日」を記載してください。 開業年月日（※） 令和元年１０月１日 

 

様式 2 

代表者印を
押印してく
ださい。 

記入例（法人用） 

終日休業している場合は 
「終日休業」と記入してください。 

食
事
提
供
施
設
以
外
は
記
入
不
要
で
す。 

小 売 業︓（例）飲食店・おもちゃ屋・スポーツグッズ店 等 
サービス業︓（例）学習塾・ネイルサロン・カラオケボックス 等 
どちらにも外用しない場合は、その他に記入してください。 
※業種が分からない場合は、中小企業庁 HPFAQ「中小企業の定義
について」を参照ください。 
https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm#q4 
 

https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm#q4

